






















































































































































































































































































































































































































































































































に 組 み 込 ま れ、「戦 略 提 携」（strategic
alliance）として、大きな役割を果たすよう
期待されるようになっている。























24 Das, et. al. （2000） p.33























































































































































33  RBVについてのここでの整理はDas,  et.  al. 
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